
2021 年 11 月 1 日 

東京海上ディーアール株式会社 

 

富士山噴火を対象とした防災コンサルティングサービスの提供開始 

 

 

１．背景 

日本は 111 の活火山を有しており、有史以来、数多くの火山噴火を経験してきました。

近年は大規模噴火は発生していませんが、富士山直下で 2000 年、2001 年とマグマの上昇

を示唆する低周波地震が多発したこと、2014 年の御嶽山噴火で人的被害が発生したことを

契機に、活火山法の改正（2015 年）、大規模噴火時の広域降灰シミュレーション結果の公表

（2020 年）、富士山ハザードマップの改訂（2021 年）など、国・自治体において火山噴火

リスクに対する防災対策が進められてきました。 

一方、企業においては、大地震・津波、洪水、台風などと比較して、火山噴火については

危険の認知度が低く、備えは進んでいないのが現状です。更に富士山噴火については、首都

圏で大規模な降灰が発生することや、他の災害とその被害の様相が異なることから、事前に

対策を議論することが求められます。 

 

２．富士山噴火を対象とした防災コンサルティングサービスの特徴 

本支援サービスは、富士山噴火について認識を深めるためのセミナー・勉強会の実施、被

害状況の評価から、危機管理体制、事業継続計画（BCP）の策定・見直し、さらに計画の実

効性を高めるための訓練の実施支援など、総合的なメニューとなります。サービスを通して、

貴社の危機管理体制や BCP がより様々な被害様相に対応できるようになります。 

また、本支援サービスは、企業毎の目的や対策の進捗度合いに応じて、必要なメニューを

選択してご活用いただくことが可能です。 

  

東京海上ディーアール株式会社（代表取締役社長：嶋倉 泰造、以下「当社」）は、富士

山噴火時の企業の危機管理や事業継続の検討を総合的に支援する新たなサービスを開

発しました。当社は、本支援サービスを通じて富士山噴火リスクに対する企業のリスク

マネジメントをサポートしてまいります。 



表： 本支援サービスのメニュー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．今後について 

当社は、火山噴火リスクに関する情報提供と企業等におけるその対策の普及・推進に努め

るのみならず、他の火山への展開や、南海トラフ地震と連動した富士山噴火発生など、複合

災害リスクに関する情報提供と対策の普及にも努めていく予定です。 

以 上 

STEP1 事業の状況確認

以下のポイントを確認し、プロジェクトを計画します。
• 目的/課題の明確化
• 事業内容・状況の把握
• 事業拠点やサプライチェーン、ステークホルダーの確認

STEP2 富士山噴火を知る

富士山の噴火リスク、噴火時の被災状況を把握するためのセミ
ナー・勉強会を実施します。以下はセミナーテーマの事例です。

• 南海トラフ地震との連動
• 健康被害を含む都市部への影響

STEP3 事業に対する影響把握

目的に応じ、以下の被害想定を評価します。
• 事業拠点の被害
• インフラ被害
• 事業への影響評価

STEP4 計画策定支援

目的に応じ、以下のような各種計画を策定・見直します。
• 危機対応計画
• 事業継続計画
• 避難計画 など

STEP5 訓練 策定した各種計画の実効性を高めるための訓練を実施します。
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S T E P 3 ． 富 士 山 噴 火 災 害 の 被 害 想 定

富士山噴火時の被害想定：直接被害

内閣府中央防災会議は、令和2年4月に富士山大規模噴火による広域降灰対策について検討し、その結果を

公表しています。これらの結果に基づいて貴社関連事業拠点における降灰量を確認し、建物・設備などの被害の

可能性を想定します。

◼ 降灰分布：

※1 内閣府中央防災会議防災対策実行会議大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキンググループ「⼤規模噴⽕時の広域降灰対策について―⾸都圏における降灰の
影響と対策― 〜富⼠⼭噴⽕をモデルケースに〜（報告）令和２年４⽉」 (http://www.bousai.go.jp/kazan/kouikikouhaiworking/pdf/syutohonbun.pdf)より引用して
加筆

貴 社 事 業 拠 点 貴 社 事 業 拠 点

貴 社 事 業 拠 点貴 社 事 業 拠 点
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S T E P 3 ． 富 士 山 噴 火 災 害 の 被 害 想 定

富士山噴火時の被害想定：間接被害

弊社では、前述の内閣府の影響評価の結果から、ライフライン（電力、ガス、上下水など）および交通基盤への

影響を評価しています。これらにより貴社事業が停止する可能性を評価します。

◼ 例）鉄道（在来線・私鉄）への影響：
3時間後

2日後

6日後

15日後

運行可能 運行停止
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S T E P ４ ． 計 画 策 定 支 援

１ .避難計画の作成

◼ 火山対応 で は 、 噴火前 、 ま た は噴火後の溶岩流 ・ 降灰等 に よ る深刻な被害に対す る避難行動が必要 と な る 。 そ
の た め 、 避難 が必要 と な る エ リ ア に事業所が所在す る場合 は 、避難計画の作成支援を行 い ま す 。

◼ な お 、 避 難が必要 と な る 地域に つ い て は 、 前 フ ェ ー ズ の リ ス ク ア セ ス メ ン ト 結果を受 け て 、 算定 し ま す 。

現状把握１

被害想定２

体制検討３

文書作成４

火山等の避難計画 目次

１ マニュアルの目的等
マニュアルの目的を明確に規定するとともに、災害対策
の重視事項について記載します。

２ 被害想定
本コンサルティングにて実施した被害予測をもとに被害
想定（避難対象地域の指定）を行います。

３ 津波避難の体制
避難の判断組織構成や地震対策本部・自衛消防隊の組
織との連携を整理します。さらに避難判断基準と避難場
所について整理します。

４ 火山に関する情報の収集・伝達
噴火警報、噴火警戒レベル、噴火速報、降灰予報などの
情報を収集します。
従業員対象区域に対する避難判断と指示内容の伝達系
統・方法について整理します。

５ 避難時の行動
避難時の社員の行動基準と各部署の実施事項を記載し
ます。避難マップの説明。

６ 教育訓練
避難時の対処活動実施に必要な社員教育・訓練の内容
や到達目標を記載します。

７ その他留意点
外国人労働者や外来者への対応や地域貢献等について
記載します。

火山ハザードマップ

• 既存の危機管理体制・文書の確認
• 各種ハザードにおける避難計画等の

整理

• 本コンサルティングの検討結果、火山
ハザードマップによる事業所の被害の
状況確認

• 避難判断基準の検討
• 避難検討体制、避難時の体制、情

報収集、発信の流れ

• 避難計画の文書化
• 普及策の検討
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S T E P ５ ． 訓 練

１ .訓練コンサルティングの進め方

◼ 火山噴火 の事象自体 、一般的に は 、 経験 が な い場合が多 く 、
実 際 に 事前対策を準備 し て も 、 対 応 メ ン バ ー へ の普及が な く て
は 、 有 効 な活動が期待で き ま せ ん 。

◼ そ こ で 、 準備 し た 対応体制の普及 と検証 の た め に 、 訓 練の実
施 を 支援 い た し ま す 。

訓練目的設定１

訓練計画立案２

シナリオ・課題作成３

訓練実施４
年間100件を超す訓練実

績における知見

• 火山噴火に向けて準備した各種対応
体制の確認

• 普及、検証を踏まえた目的検討

• 目的に沿って、効果的な訓練形式や
参加者、オンライン対応等の枠組み
を検討

• 目的、訓練形式に沿って、必要とな
る前提条件（シナリオ）、検討課題
を検討

• 訓練運営支援
• 当日の訓練実施内容の記録、観察

事業継続計画に関する知見

 BCP策定コンサルティング
 BCP見直しコンサルティング
 BCP実効性評価コンサルティング
 BCP認証取得コンサルティング

課題抽出・フィードバック５
• 訓練における課題の抽出、

報告書作成
• 課題改善の検討

火山を

知る

•火山に関する知識の

提供

•具体的な様相を体験

する

時間軸

を検討

•前兆現象での対応の

検討

•事後対応の確認

事業継

続検討

•バックアップ検討

•長期機能停止検討

 シナリオ・課題作成
 個別の訓練形式
 オンライン対応
 専門の運営スタッフ

◆ 火山噴火の特徴の理解を深める
◆ 事業継続のための必要な事前準

備を進める

訓練コ ン セ プ ト

活用


